
平成２２年２月

（◎＝新規　☆＝拡大）

平成２２年度主要施策等一覧

１ 心豊かに学び、地域文化をはぐくむまち（生涯学習）

☆ ① 理科教育等振興設備費(小学校）（③行政P17） ５，０００千円

　新学習指導要領に基づき必要となる理科教材を一括整備

☆ ② 特別支援教育業務経費（③行政P15） １０，１００千円

ＬＤ（学習障害）やＡＤＨＤ（注意欠陥 多動性障害） 高機能自閉症などの障がいのある児童

１ 心豊かに学び、地域文化をはぐくむまち（生涯学習）

　ＬＤ（学習障害）やＡＤＨＤ（注意欠陥・多動性障害）、高機能自閉症などの障がいのある児童

・生徒を支援するため、特別支援教育支援員を平成20年度から配置。配置要望のある学校に対し年

次計画で支援員を配置

　・平成21年度　小学校５名 → 　・平成22年度　小学校10名に増員

③ 校舎等の整備 １９ ９００千円③ 校舎等の整備 １９，９００千円

◎  校舎洋式トイレ設置事業費（⑤維持補修P4） １２，４００千円

　 小学校13校､中学校9校に設置｡各階の男女トイレに1か所以上設置｡平成22年度で全校の整備完了

◎  児童生徒用いす補修事業費（⑤維持補修P4） ７，５００千円

　 小学校1,500脚、中学校1,000脚

◎ ④ 校務用パソコン整備事業費（③行政P16） ２，１２１千円

　教員が校務で使用するパーソナルコンピューターを整備

　・パーソナルコンピューター　100台/年　リース方式により整備

⑤ 奨学金（③行政P15） ３，５２０千円

経済的な理由により就学困難な高校生等に対し学資を給与し 有用な人材を育成　経済的な理由により就学困難な高校生等に対し学資を給与し、有用な人材を育成

　平成22年度から、公立高校の授業料の無償化と私立への高等学校等就学支援金創設により奨学金

制度を次のとおり改正

　　平成21年度まで 平成22年度から

給与　48,000円/年

貸与 36,000円/年 給与 50,000円/年→貸与　36,000円/年 給与 50,000円/年

 計 　84,000円/年

☆ ⑥ 放課後児童健全育成事業費（③行政P18） ９７，３１９千円

　放課後児童クラブの土曜日開設を拡大

　・通年開設校　５校　→　６校

→

　・４、５月開設校　５校　→　１１校 土曜日開設校１７校
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◎ ⑦

６００千円

　平成18年9月から平成21年10月までの間実施してきた保存修理工事が完了したことから、機関車

庫3号の再公開に合わせ記念講演会を開催

完成記念式典及び記念講演会 平成22年4月29日予定

重要文化財旧手宮鉄道施設機関車庫３号保存修理工事完成記念講演会等開催経費（③行政P18）

　・完成記念式典及び記念講演会 平成22年4月29日予定

◎ ⑧ 演劇「てけれっつのぱ」小樽公演実行委員会補助金（⑥負担金補助P14） ７００千円

　平成20年度文化庁芸術祭賞演劇部門大賞を受賞した小樽にゆかりのある演劇「てけれっつのぱ」

公演を本市で開催

・劇団文化座公演 蜂谷涼氏(本市在住）原作　 劇団文化座公演　蜂谷涼氏(本市在住）原作

　・公演日　平成23年2月12日（予定）

　・会　場　小樽市民センター（予定）

◎ ⑨ 小樽文学館・美術館再整備事業費（④建設P4） ８８，５９０千円

　小樽市分庁舎を文化芸術の専用施設として再整備

　主な改修内容

　　１階　市民ギャラリー、多目的スペース、研修室、ミーティングルーム、管理事務室

　　３階　一原有徳展示室（再現アトリエ）

　　外構　多目的広場

◎ ① オストメイト対応トイレ設備緊急整備事業費（④建設P2） ５，０００千円

　人工肛門等を装着している人の社会参加を促進するため、公共施設等にオストメイト対応トイレ

を10か所増設

２ ともに支え合い、安心して健やかに暮らせるまち（市民福祉）

　　市有施設　４施設５か所（運河プラザ、文学館・美術館②、総合博物館、生涯学習プラザ）

　　民間施設　３施設５か所（予定）

◎ ② 総合福祉センターほかトイレ改修関係 ３，１５０千円

 総合福祉センター身体障害者用トイレ設置工事費（⑤維持補修P2） ２，３００千円

椅　・車椅子・オストメイト対応トイレを設置

 身体障害者福祉センター施設維持補修費（⑤維持補修P1） ８５０千円

　・８か所に洗浄装置付き便座を設置

◎ ③ 子ども手当経費（③行政P8） １，０４７，５５０千円

次代の社会を担う子どもの成長及び発達に資するため 子どもを養育している方に支給　次代の社会を担う子どもの成長及び発達に資するため、子どもを養育している方に支給

　・0歳から15歳到達後最初の年度末まで　13,000円/月・人

　　ただし、児童手当受給者には、児童手当との差額3,000円または8,000円を支給
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☆ ④ 児童手当経費（③行政P8） ７８３，９５０千円

　次代の社会を担う児童の健全育成及び資質の向上を図るため、子どもを養育している方に支給

　・0歳から12歳到達後最初の年度末まで　5,000円または10,000円/月・人

☆ ⑤ 児童扶養手当経費（③行政P8） ８１８ １００千円☆ ⑤ 児童扶養手当経費（③行政P8） ８１８，１００千円

　父母の離婚などにより、父親と生計を同じくしていない児童を養育している母子家庭の生活の安

定と自立を図るため支給。平成22年8月分から父子家庭にも支給を拡大

　　支給額(月額）：児童一人世帯41,720円（所得により支給額が変更となる場合あり）

 第２子5,000円/人、第３子以降3,000円/人を加算

☆ ⑥ 母子家庭自立支援給付金支給事業費（⑥負担金補助P6） １８，０６６千円

　母子家庭の母の経済的な自立を促進するため、就業を支援

　・対象者　母子家庭の母で児童扶養手当の受給者等

　・支援内容　①自立支援教育訓練給付金 　市が指定した職業能力開発のための講座の授業料

の一部を支給

　②高等職業訓練促進給付金 　看護師や介護福祉士等経済的自立に有効な資格取

得のため、２年以上養成機関で修業する場合に、給

付金を支給。また、入学金の負担軽減のため、入学

修了一時金を支給

☆ ⑦ 入浴サ ビス事業（地域生活支援事業のうち）（③行政 ） ３ ０００千円☆ ⑦ 入浴サービス事業（地域生活支援事業のうち）（③行政P5） ３，０００千円

　在宅の障害者で自宅の浴室での入浴が困難な方に対し、移動入浴車による入浴サービスを実施

　　平成21年度　月2回実施　→　平成22年度　月4回実施に拡大

◎ ⑧ 成年後見制度利用支援事業費（③行政P5、⑨介護） ８，９８０千円

一般会計880千円 介護保険事業特別会計8 100千円般会計880千円、介護保険事業特別会計8,100千円

　相談から後見人等の受任まで一連の支援が可能となる「成年後見センター」を新たに開設する小

樽市社会福祉協議会への財政支援と低所得者に対する後見人報酬を助成

　※成年後見制度…判断能力が不十分な方の権利を守るために、家庭裁判所が成年後見人を選任し、財産管理や契

　　　　　　　　　約行為について代理することができる。後見人等は親族のほか、弁護士、司法書士、社会福祉

　　　　　　　　　士等の専門職が担っているが、認知症高齢者等の増加に伴い、限られた専門職では後見業務を

　　　　　　　　　受任できなくなりつつある。

◎ ⑨ 地域自殺対策緊急強化推進事業費（③行政P9） ５００千円

　全国的に自殺者が増えていることから、地域における自殺対策を緊急に強化するために北海道に

造成された｢地域自殺対策緊急強化基金」を活用し、自殺予防対策を実施

自殺予防啓発に関するリ ト ポ タ を作成 配布　・自殺予防啓発に関するリーフレット、ポスターを作成・配布
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◎ ⑩ 地域保健診断事業費（③行政P10） １，８００千円

　地域の疾病構造や受診動向、健康意識等について公衆衛生学の専門的見地から調査分析（地域診

断）を行い、地域の実情に即した実効性の高い健康増進施策を計画的に展開

　平成22年度　職員の専門研修の受講、特定健診･がん検診に関する調査(アンケートを含む)･分析

⑪ がん検診推進事業関係 ８２，７８８千円

 女性特有のがん検診推進事業費（③行政P10） ２０，３８８千円

　 特定の年齢に達した女性に対して,子宮頸がん及び乳がんに関する検診手帳及び検診費用が無料

 となる「がん検診無料クーポン券」を送付し、がん検診の受診を促進

子宮頸がん 20歳、25歳、30歳、35歳、40歳 　子宮頸がん　20歳、25歳、30歳、35歳、40歳

 　乳　が　ん　40歳、45歳、50歳、55歳、60歳

 各種がん検診（健康診査事業費のうち）（③行政P10） ６２，４００千円

 　職場で検診を受ける機会のない自営業の方、主婦、高齢者などで40歳以上の市民を対象とした

 がん検診と20歳以上の女性を対象とした子宮がん検診を実施

　・検診種別　40歳以上の方 胃がん検診、肺がん検診、大腸がん検診、乳がん検診(女性のみ)

　20歳以上の女性　子宮がん(子宮頸がん)検診

① 配水管整備及び改良工事（⑫水道） ８４７，８５２千円

配水管整備工事 市内 円配水管布設 Ｌ 7 270 ４０９ ４７６千円

３ 安全で快適な住みよいまち（生活基盤）

　・配水管整備工事　市内一円配水管布設 　Ｌ＝7,270ｍ ４０９，４７６千円

　・改良工事（老朽施設等改良工事ほか） ４３８，３７６千円

　　　 　豊倉浄水場天日乾燥床築造工事、配水施設更新　ほか

② 汚水管整備及び処理場・ポンプ場の更新（⑬下水道） １，１４２，４２９千円

・汚水管整備 １５６，５００千円　・汚水管整備 １５６，５００千円

　　　 　銭函地区新設（Ｌ＝221.5ｍ）、勝納地区更新（Ｌ＝461ｍ）ほか

　・処理場の更新（中央、銭函処理場） ７４５，４２９千円

　　　 　水処理施設　機械設備更新　ほか

　・ポンプ場の更新 ２４０，５００千円

　　　 　朝里第１中継ポンプ場　機械・電気設備更新　ほか

③ 臨時市道整備事業費（④建設P3） ４００，０００千円

　市民生活の安全及び円滑な交通を確保するため、道路改良を実施

　・平成22年度整備予定　34路線

④ 公営住宅建替事業費（⑦特会 ） ３９４ ６５０千円④ 公営住宅建替事業費（⑦特会P2） ３９４，６５０千円

　オタモイ地区の老朽化した市営住宅を建替え。３号棟の建設を継続。４号棟実施設計など

　・オタモイ３号棟：４５戸　平成22年度完成　　建設工事費ほか383,050千円

　・オタモイ４号棟：４５戸　実施設計ほか11,600千円（平成23・24年度建設予定）
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⑤ 市営住宅改善事業費（⑦特会P1） １１０，１５４千円

　「小樽市公共賃貸住宅長寿命化計画」に基づき、老朽化した市営住宅を計画的に改修

　・長寿命化型改善　塩谷C-50-3　外壁・屋根、塩谷C3　外壁・屋根、新光F53-2　外壁

　・地上デジタル放送対応工事、火災警報器設置、ガス配管設備改修

☆ ⑥ バリアフリー等住宅改造資金関係 ２４，８０６千円

 バリアフリー等住宅改造資金貸付金（③行政P14） ２３，６４５千円

 　住宅のリフォーム工事や高齢の方や身体に障害のある方のために住宅のバリアフリー等改造工

 事を行う際に、その工事に要する費用の一部を無利子で融資

・平成21年度まで バリアフリー等改造工事 上限額200万円　 平成21年度まで バリアフリ 等改造工事 上限額200万円

無落雪屋根等改造工事　　上限額100万円

　・平成22年度から バリアフリー等工事　上限額200万円

リフォーム全般（無落雪、耐震補強を含む）　上限額200万円

※平成22年度から3年間、施工業者を市内の事業者に限定

 バリアフリー等住宅改造資金負担金（⑥負担金補助P12） １，１６１千円

　 バリアフリー等住宅改造資金貸付制度に基づく融資の利子補給分

◎ ⑦ 木造住宅耐震改修促進経費（③行政P14） ６３０千円

　耐震性の確認や耐震改修の内容を検討するためには、耐震診断を実施する必要があるが、これら

に要する費用が所有者の経済的な負担となっており、耐震化が進まない要因の一つとなっていると

考えられることから 耐震診断費用 部を助成し 木造住宅 耐震化率 向上を促進考えられることから、耐震診断費用の一部を助成し、木造住宅の耐震化率の向上を促進

　・対象住宅　　昭和56年5月31日以前に着工された木造住宅

　・助 成 額　　耐震診断費用の2/3以内　上限額30,000円

◎ ⑧ ロードヒーティング更新事業費（④建設P3） ５０，０００千円

老朽化したロードヒーティング施設を計画的に更新　老朽化したロ ドヒ ティング施設を計画的に更新

　平成22年度～23年度　千秋通線　410m　更新　（うち平成22年度　160ｍ）

◎ ⑨ 旧国鉄手宮線整備事業費（④建設P4） １０，０００千円

　旧国鉄手宮線活用懇話会などによる活用方策の検討を踏まえ、観光客の回遊性の向上や時間消費

型観光の促進のため、中心市街地の新たな観光資源として旧国鉄手宮線を整備

　平成22年度実施予定事業　　「旧色内駅ステーション」整備など

⑩ ふるさとまちづくり協働事業推進経費（③行政P14） ３，０７０千円

　市民と協働のまちづくりを進めるため、「小樽ファンが支えるふるさとまちづくり資金基金」を

活用し、個性豊かなまちづくり活動に取組み、本市の活性化に寄与する団体の事業を支援

助成先 選定 民間 委員 構成する審査委員会が公開 審査　・助成先の選定　　民間の委員で構成する審査委員会が公開で審査

　・助 成 額　　１件につき30万円を上限
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◎ ⑪ 機動力増強・近代化事業費（④建設P4） ６４，８４２千円

　災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車（５トン）を購入

☆ ⑫ 消費者行政活性化事業費（③行政P4） ３，６３２千円

消費者センタ が市分庁舎から本庁舎 移転することから 相談室のプライバシ 確保のための　消費者センターが市分庁舎から本庁舎へ移転することから、相談室のプライバシー確保のための

個室化など環境整備を図るほか、相談員を研修会に派遣

◎ ① 農産物ブランド推進事業費補助金（⑥負担金補助P8） １，０００千円

４ 人・もの・情報が交流する活力あるにぎわいのまち（産業振興）

◎ ① 農産物ブランド推進事業費補助金（⑥負担金補助P8） １，０００千円

　食の「安心・安全」の観点から農産物のブランド化を推進するため、北海道の「北のクリーン農

産物表示制度(イエスクリーン)」を活用し、クリーン農業技術の導入を進める取組団体に対し支援

　・新規取組団体に対する支援 　ピーマンの生産に係る経費の増嵩分とイエスクリーンマーク

の印刷経費を助成

　・既存取組団体に対する支援 　ミニトマトの連作障害防止にかかる経費の一部を助成

◎ ② 藻場造成事業費補助金（⑥負担金補助P9） ７００千円

　沿岸地域の岩礁域で発生している磯焼け現象の発生により昆布等の有効藻類が減少し、ウニ・ア

ワビ等浅海資源に重大な影響を与えていることから、岩盤を覆っている石灰藻を除去し、海底の環

境改善を図る新たな実証実験を小樽市漁業協同組合とともに実施

☆ ③ 空き店舗対策支援事業費（③行政P11） ２，８２３千円

　小樽市商店街振興組合連合会に属する商店街等において、卸売・小売業を起業しようとする中小

企業者が起業に資する研修を受講する経費及び受講後の店舗家賃の一部を助成

　・研修受講助成　　助成対象経費の2/3　上限額30,000円/人

・店舗家賃助成 助成対象経費の2/3 上限額50,000円/月 助成期間1年　・店舗家賃助成 　助成対象経費の2/3 上限額50,000円/月 助成期間1年

　既に事業を行っている中小企業者が、小樽市商店街振興組合連合会に属する商店街等において、

空き店舗に出店（市内移転を除く）する場合の店舗家賃の一部を助成(H22拡充)

　・店舗家賃助成　　助成対象経費の1/2　上限額50,000円/月　助成期間6か月

④ 商店街等活性化事業関係 ２０，０００千円

 『小樽で買物』キャンペーンセール助成事業費（⑥負担金補助P10） １５，０００千円

 　各商店街団体がそれぞれの実態に即し、創意工夫を持って行う販売促進活動を支援

　・助 成 率　　対象経費の2/3　（H21は9/10）

　・上 限 額　　商店街団体の構成員数により　20万円、35万円、55万円、80万円の4区分

　　　（H21は、30万円、50万円、70万円、100万円）

商店街年末年始大売出し支援事業費補助金（⑥負担金補助P10） 千円 商店街年末年始大売出し支援事業費補助金（⑥負担金補助P10） ３，０００千円

 　小樽市商店街振興組合連合会が主催する「オールおたる年末年始大売出し」に対して支援

 市場連合会販売促進活動支援事業費補助金（⑥負担金補助P10） ２，０００千円

 　小樽市場連合会が実施する｢スタンプラリー（買物めぐり）｣に対して支援
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◎ ⑤ 中小企業倒産防止共済掛金助成金（⑥負担金補助P10） ６，０００千円

　市内中小企業者の連鎖倒産を防止するため、取引先の倒産の際に有利な条件で貸付を受けられる

「中小企業倒産防止共済」の新規加入を促すことを目的に、当該掛け金を助成

　・助成対象　独立行政法人中小企業基盤整備機構が運営する中小企業倒産防止共済に新規に加入

する中小企業者で6か月以上掛け金を支払 た者 する中小企業者で6か月以上掛け金を支払った者

　・助成金額　掛け金の1/2の額　月額上限20,000円、最大6か月分を助成

⑥ 東アジア等・マーケット開拓事業費（③行政P11） ２，５００千円

　中国上海市において、平成20年度及び平成21年度に実施した現地市場調査事業をもとに物産展を

開催し、本市地場産品の販売・ＰＲを行うことにより販路の拡大を図る。また、対岸貿易に関する開催し、本市地場産品の販売 ＰＲを行うことにより販路の拡大を図る。また、対岸貿易に関する

るセミナーを開催

◎ ⑦ 新規観光ポスター制作事業費（観光宣伝費のうち）（③行政P12） ２，８００千円

　現在の観光ポスターは制作から７年を経過しており、本市の更なるイメージアップを図るため、

観光ポスター２種類を追加。公募によるコンペ方式により選定予定

◎ ⑧ 教育旅行等誘致促進事業費（観光宣伝費のうち）（③行政P13） ３，８００千円

　修学旅行の誘致は、国内戦略の重要な柱であるとともに、将来にわたるリピーター対策であるこ

とから、官民、さらには広域での取組を推進

　・スキー教育旅行誘致促進経費　　12月～3月の閑散期に道外からの2泊以上の宿泊を伴う修学旅

行を実施する小学校 中学校 高等学校に対し宿泊数に応じ助成　行を実施する小学校､中学校､高等学校に対し宿泊数に応じ助成

　　宿泊延べ数150泊以下の学校 　50,000円

　　　　〃　　150泊以上の学校　100,000円

　・教育旅行ガイドブックの作成　平成17年度に作成した「小樽北後志教育旅行ガイドブック」を

　修正の上、増刷　2,000部

◎ ⑨ 観光と食のブランド推進事業費（観光宣伝費のうち）（③行政P13） １，５００千円

　本市の魅力を高める方策の一つとして、「食」のブランド化を図り、「観光」と連携した情報発

信が重要であることから、季節のイベントとグルメのチラシの作成、メディアを活用したグルメ情

報のＰＲや広告宣伝を行う。

◎ ⑩ 観光映像制作費（観光宣伝費のうち）（③行政P13） ４，２００千円

　本市の魅力映像として提供するため、既存のＰＲ映像の一部差し替えとコンテンツ別に編集した

使いやすい映像ソフト（ＤＶＤ）を作成し、情報発信に活用

　・日本語、英語、韓国語、中国語（簡体字、繁体字）対応

　・１コンテンツ　２～３分程度に編集　　７～８コンテンツ制作

◎ ⑪ 外国人観光客受入推進事業費（観光宣伝費のうち）（③行政P13） ２，０００千円

　経済発展の著しい中国をターゲットとした誘致活動を展開するため、市内の事業者等の受け入れ

体制を整備するため、接遇や中国語会話などの研修会を開催
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◎ ⑫ 天狗山観光推進検討経費（観光振興費のうち）（③行政P12） ４，０００千円

　天狗山は、観光基本計画において重要な地域となっているとともに、市中心部に近接しているこ

とから市民に愛される貴重な財産となっており、天狗山の再整備方針などを含めた小樽観光の在り

方を民間アドバイザーの意見を聞き検討

◎ ⑬ 東アジア圏観光客誘致事業費補助金（⑥負担金補助P11） ４，５００千円

　平成22年5月から10月まで中国上海市において万国博覧会が開催され、9月の「北海道の日」にお

いて北海道や北海道観光振興機構とともに、上海万博キャンペーンに参加し、中国市場での本市知

名度のアップを図るため、中国メディアを活用したプロモーション活動を展開

◎ ⑭ ふれあい観光大使交流セミナー負担金（⑥負担金補助P11） ７００千円

　平成18年度からスタートした「ふれあい観光大使」は、平成21年度で約50名が任命されているが、

大使の半数は道外在住者であることから､これらの大使に来樽いただき､セミナーや魅力発掘ツアー

などにより、小樽の魅力を再確認する機会を提供

⑮ 第３号ふ頭周辺利用高度化事業関係 １０１，０００千円

　現状の荷役作業との協調を図りながら、クルーズ客船対応としての環境整備や物流・交流空間と

しての基盤整備を進め、第３号ふ頭周辺地域における利用高度化を推進

 合同庁舎周辺整備事業費（④建設P2） ４０，０００千円

 　・合同庁舎前通り線の道路整備　Ｌ＝220ｍ

第３号ふ頭岸壁改良事業費（④建設P2） ３９ ０００千円 第３号ふ頭岸壁改良事業費（④建設P2） ３９，０００千円

 　・16番、17番バースのエプロン舗装等　Ａ＝3,340㎡

 第３号ふ頭荷さばき施設改良事業費（⑦特会P1） ２２，０００千円

 　・32号上屋の改良等　中通路側シャッター、荷さばき地舗装

◎ ⑯ フェリー航路利用促進事業費補助金（⑥負担金補助P12） １５ ０００千円◎ ⑯ フェリ 航路利用促進事業費補助金（⑥負担金補助P12） １５，０００千円

　経済不況や高速道路料金の割引などの影響により、フェリー航路の維持が困難となることが懸念

されることから､航路の維持と利用促進を図るため､有人トラックのフェリー料金の割引をフェリー

会社とともに実施

　・対　象　　小樽発→新潟着便の7m以上の有人トラック（積荷が空車の場合を除く）

　・期　間　　平成22年4月から9月までの6か月間

　・割引額　　20,000円/台
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◎ ⑰ 新規高等学校卒業者雇用奨励金（③行政P10） ２０，０００千円

　平成22年3月に道内の高等学校を卒業した者を雇い入れた事業所に対し、6か月以上の雇用を条件

に奨励金を交付

　・対象事業所 ①市内の事業所であって、雇用保険適用事業所であること

②市内に本社 本店がある事業所又は市内に本社 本店は無いが 企②市内に本社・本店がある事業所又は市内に本社・本店は無いが、企

　業全体の従業員が100人以下の事業所

③期限の定めのない常用雇用労働者として雇用すること

④雇用した日の6か月前から奨励金の交付申請までに、事業所の都合に

　より解雇したことがないこと

⑤市税の滞納がないこと⑤市税の滞納がないこと

　・対象となる者 市内に住民登録があり、平成22年3月に道内の高校を卒業した者

  ・奨励金交付額 200,000円/人

☆ ⑱ 姉妹都市提携委員会交付金（⑥負担金補助P1） ３，５００千円

　ナホトカ市（ロシア連邦）及びダニーデン市（ニュージーランド）との姉妹都市交流のほか、

ソウル特別市江西区（韓国）の交流を推進

　・姉妹都市提携30周年記念ダニーデン市使節団歓迎事業　平成22年7月下旬(予定）

　・姉妹都市提携30周年記念ダニーデン市使節団派遣事業　平成22年10月中旬(予定）

　・江西区代表使節団及びサッカー少年使節団歓迎事業　平成22年7月下旬(予定）

① 北しりべし廃棄物処理広域連合負担金（⑥負担金補助P2） １，３６５，７３０千円

　北しりべし廃棄物処理広域連合（小樽市、積丹町、古平町、余市町、仁木町、赤井川村）による

ごみ焼却施設及びリサイクルプラザの運営に要する経費

５ 自然とまちなみが調和し、環境にやさしいまち（環境保全）

◎ ② 不法投棄・散乱ごみ監視等業務（不法投棄等対策関連経費のうち）（③行政P3）

３，５００千円

　環境省の「地域グリーンニューディール基金」を活用し、不法投棄等対策として市内20か所で

夜間パトロールを実施

　・対象期間等　６月から１１月まで　水曜日から日曜日までの夜間

◎ ③ し尿処理施設整備事業費（④建設P1） ３，０００千円

　現し尿処理場の老朽化に伴い、中央下水終末処理場でのし尿処理を目的として、し尿受入れ施設

建設に向けた基本調査及び基本設計を実施

◎ ④ 都市公園安全 安心事業費（④建設 ） ３０ ０００千円◎ ④ 都市公園安全・安心事業費（④建設P3） ３０，０００千円

　老朽化した公園施設の更新やバリアフリー化を進め、高齢の方や障害のある方も含めた公園利用

者の安全・安心を確保

　平成22年度実施予定事業　　手宮公園トイレ増改築（バリアフリー化）等
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 【その他の施策】

① 自治基本条例検討事業費（③行政P2） ６６０千円

　自治基本条例制定に向け、「自治基本条例策定委員会」を設置し、素案の検討を行うほか、ワー

クシ プやフ ラム等を開催クショップやフォーラム等を開催

　・自治基本条例策定委員会　学識経験者、各種団体推薦、市民公募など１５名で構成

② 定住自立圏構想推進経費（③行政P2） ２００千円

　北後志６市町村による「北しりべし定住自立圏」の形成に向けた取組を推進。今後、定住自立圏

形成協定を締結し、「定住自立圏共生ビジョン」を策定形成協定を締結し、「定住自立圏共生ビジョン」を策定

　・中心市宣言　　平成21年9月15日

　・北しりべし定住自立圏　　小樽市、積丹町、古平町、仁木町、余市町、赤井川村で構成

③ 移住促進事業経費（③行政P2） ２，０００千円

　団塊世代などを対象に小樽市への移住を促進するため、専用ホームページによる情報提供や相談

窓口で問い合わせに対応するほか、首都圏などで開催されるイベントに移住相談コーナーを設置す

るなどのＰＲ活動を実施

　また、民間事業者で構成する「おたる移住・交流推進事業研究会」と共同して移住ＰＲ活動を実

施するとともに、移住ビジネス創出に向けて調査研究を推進

◎ ④ 国勢調査費（③行政 ） ６６ ０００千円◎ ④ 国勢調査費（③行政P2） ６６，０００千円

　大正9（1920）年以来、５年ごとに実施される国勢調査に要する経費。平成22年度は、10年ごと

に行われる大規模調査を実施

◎ ⑤ 執行が予定される選挙にかかる経費（③行政P20） ７２，５００千円

参議院議員通常選挙費（平成22年7月執行予定） ４１，０００千円 参議院議員通常選挙費（平成22年7月執行予定） ４１，０００千円

 知事及び道議会議員選挙準備費（平成23年4月執行予定） １５，０００千円

 市長及び市議会議員選挙準備費（平成23年4月執行予定） １６，５００千円

⑥ 地上デジタル放送関係 ４２，３００千円

◎  桂岡・見晴地上デジタル中継局建設事業費（④建設P1） ３８，０００千円

◎  電波障害防除施設改修工事費（勤労女性センター）（④建設P1） １，７００千円

◎  電波障害防除施設改修工事費（消防本部庁舎､消防署､長橋出張所）（④建設P4） ２，６００千円
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